
○小田原市都市部まちづくり交通課所管に係る補助金交付要綱 

（平成２９年４月１日） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、小田原市都市部まちづくり交通課が所管する補助金の交付について、小田

原市補助金の交付等に関する規則（昭和５６年小田原市規則第２号。以下「規則」という。）

に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の種類等） 

第２条 補助金の種類、補助金交付の目的、補助対象者、補助対象事業及び補助金額は、別表に

定めるとおりとする。 

 （交付申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項に規定する交付申請書の様式、提出期限並びに同条第２項及び第３項

の規定による交付申請書に添付を要する書類は、別表に定めるとおりとする。 

（交付決定の審査基準） 

第４条 規則第５条第１項に規定する書類の審査及び現地調査等の審査基準は、別表に定めると

おりとする。 

（交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項の規定による条件は、次のとおりとする。 

 (1) １００万円以上の補助金にあっては、補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更を

しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。ただし、経費の配分の費目相互間

のいずれか低い額の２０パーセント以内の変更については、この限りでない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事

業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

(4) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告書を求めるときは、速やかに資料を

提出すること。 

(5) 規則並びにこの要綱及び関係法令の定めに従うこと。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、別表に掲げる条件に従うこと。 

（変更等の承認） 

第６条 前条第１号及び第２号の規定に基づく市長の承認を受けようとする場合は、補助事業変

更・中止・廃止承認申請書（様式第１号）に変更の内容及び理由又は中止若しくは廃止の理由

を記載した書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （決定通知書） 

第７条 規則第７条の規定による補助金の交付決定は、補助金交付決定通知書（様式第２号）に

よるものとする。 

 



２ 補助金の交付をしない決定をしたときは、補助金不交付決定通知書（様式第３号）により通

知するものとする。 

 （申請の取下げのできる期間） 

第８条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、交付の決定の通知を受理

した日から１０日を経過する日までとする。 

 （交付決定取消等の通知） 

第９条 規則第９条第３項又は第１６条第４項において準用する規則第７条の規定による交付決

定の全部若しくは一部の取消し又は決定内容若しくはこれに付した条件の変更の通知は、補助

金交付決定（一部）取消・変更通知書（様式第４号）によるものとする。 

 （補助金の交付） 

第１０条 補助金の交付の時期は、別表に定めるとおりとする。 

２ 市長は、補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）の書面による意思表

示があった場合には、当該補助金を補助事業者に交付すべき額の限度において、補助事業者に

代わり、工事等を請け負った者に交付することができる。 

３ 前項の規定による交付があったときは、補助事業者に対し、当該補助金の交付があったもの

とみなす。 

 （状況報告） 

第１１条 規則第１１条に規定する状況報告は、状況報告書（様式第５号）によるものとする。 

２ 状況報告書の提出期限は、別表に定めるとおりとする。 

 （補助事業の遂行の指示） 

第１２条 規則第１２条の規定により、市長が補助事業者に対し、補助事業の遂行を指示する

ときは、指示書（様式第６号）によるものとする。 

 （実績報告） 

第１３条 規則第１３条第１項の規定による実績報告書の様式、当該報告書に添付を要する書類

及び提出期限は、別表に定めるとおりとする。 

 （補助金の額の確定） 

第１４条 規則第１４条に規定する書類の審査及び現地調査等の審査基準は、別表に定めるとお

りとする。 

２ 前項による審査の結果、補助事業の内容と成果が、補助金の交付の決定の内容及びこれに付

した条件に適合すると認めたときは、市長は、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定

通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助事業者への指示） 

第１５条 規則第１５条第１項の規定により、市長が補助事業者に対し、補助事業を、補助金の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置をとるべきことを指示すると

きは、指示書によるものとする。 

  



（補助金の返還） 

第１６条 規則第１７条の規定により、市長が補助事業者に対し、補助金の返還をさせるときは、

補助金返還通知書（様式第８号）によるものとする。 

 （財産の処分の制限） 

第１７条 規則第１８条ただし書の規定により、市長が別に定める期間は、別表のとおりとする。 

 （書類の整備等） 

第１８条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該

収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年

度から５年間保存しなければならない。 

 （届出事項） 

第１９条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨

を市長に届け出なければならない。 

 (1) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 

 (2) 代表者又は役員を変更したとき。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（小田原市都市部都市計画課所管に係る補助金交付要綱の廃止） 

２ 小田原市都市部都市計画課所管に係る補助金交付要綱（平成２３年４月１日制定）は、廃止

する。 

附 則（平成３０年４月１日） 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月１日） 

 この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

 



別表（第２条～第４条、第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、第１７条関係） 

１ 景観形成協議会補助金 

補助金交付の目的 景観形成協議会の活動を促進し、もって地域の景観形成の向上に資する。 

補助対象者 

１ 景観形成協議会（小田原市景観条例等施行規則（平成１８年小田原市

規則第２号）第１０条の規定により認定された団体） 

２ 補助を受けようとする団体が次に掲げる団体に該当する場合は、補助

の対象としない。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

（２）法人にあっては、代表者、又は役員のうちに暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。）に該当する者があるもの。 

補助対象事業 

１ 景観形成に関する調査、研究及び研修会等の開催に関する事業 

２ 景観形成に関する意向調査及び啓発、周知のための広報に関する事業 

３ その他景観形成に関する事業 

補助金額 
予算の範囲内において、補助対象事業に要する経費の内、２０万円を超え

ない額とする。 

交
付
申
請 

提出期限 補助対象者の活動状況に応じて別に定める日 

様  式 様式第９号の１ 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書（様式第１０号の１） 

３ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第１５号） 

４ 役員等一覧表（様式第１６号） 

５ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか。 

２ 事業計画は、補助の要件（補助対象者・補助対象事業で定めている項

目）を満たしているか。 

３ 成果目標は、市民への説明責任を果たせるものになっているか。 

４ 経費配分、使用方法は事業遂行のうえで適当な額か。 

５ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１  景観法（平成１６年法律第１１０号）、小田原市景観条例

（平成１７年小田原市条例第４２号）及び規則並びに小田原市

景観計画（平成１７年小田原市告示第１１９号）その他関係法

令の規定のほか、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助金の交付回数は３回を超えてはならない。 

交付の時期 補助金等交付決定通知後１月以内 

実
績
報
告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様  式 様式第１１号の１ 

添付書類 

１ 事業結果報告書 

２ 収支決算書（様式第１２号） 

３ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 活動内容、経費の使用実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

２ 成果目標が達成されているか。 

３ 成果目標を達成していない場合、その原因は、補助事業者の責によら

ないものであるか。 



２ 景観形成修景費補助金 

補助金交付の目的 優れた景観への誘導を促進し、景観の形成に寄与する。 

補助対象者 

１ 小田原市景観計画に定める拠点型重点区域又は拠点型重点区域への移行に取り

組む区域において、次の行為を行う者 

（１）景観形成に資する建築物の建築等又は工作物の建設等を行う者 

（２）景観形成に資する備品等の整備を行う者 

２ 市税を滞納していない者 

３ 補助を受けようとする者が暴力団員又は次に掲げる団体に該当する場合は、補

助の対象としない。 

（１）暴力団 

（２）法人にあっては、代表者、又は役員のうちに暴力団員に該当する者がある

もの。 

補助対象事業 

小田原市景観計画に定める拠点型重点区域の景観形成の方針に基づき良

好な景観形成に著しく寄与する事業（拠点型重点区域への移行に取り組

む区域においては、当該区域と類似する拠点型重点区域における景観形

成の方針に基づき良好な景観形成に著しく寄与する事業） 

補助金額 

１ 補助金の額は、補助の対象区分に応じ予算の範囲内において、それぞれ付表１

－１及び付表１－２に定めるとおりとする。 

２ 同一敷地内における補助対象事業については、付表１－１の補助の対象区分ご

との限度額を合算して得た額を超えないものとする。 

  ただし、付表１－２の加算できる場合の条件を満たす場合は、付表１－１の補

助の対象区分ごとの限度額を合算して得た額に、付表１－２の補助の対象区分

ごとの加算限度額を合算して得た額を超えないものとする。 

３ 算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てるものとする。 

交
付
申
請 

提出期限 市長が別に定める日 

様  式 様式第９号の２ 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 修景事業に係る協定書（様式第１０号の２） 

ただし、近隣の建築物と協調し、同時期に修景整備を行う場合に限る。 

８ 消費税仕入税額控除確認書（様式第１３号） 

９ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第１５号） 

１０ 役員等一覧表（様式第１６号） 

１１ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 
１ 別に定める景観形成修景費補助金交付に関する取扱い基準を満たしているか。 

２ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 景観法、小田原市景観条例及び規則並びに小田原市景観計画、その

他関係法令の規定のほか、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けて整備した建築物等を常に良好な状態に保

つよう努めなければならない。 

交付の時期 実績報告書提出後１月以内 

実
績
報
告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様  式 様式第１１号の２ 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ 消費税仕入税額控除報告書（様式第１４号） 

４ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

財産処分の制限 

の期間 

建築物及び外構 １０年 

景観形成に資する備品等 ５年 



 ３ 街なみ環境整備事業補助金 

補助金交付の目的 優れた景観への誘導を促進し、景観の形成に寄与する。 

補助対象者 

１ 街なみ環境整備事業区域において、建築物等の整備をする者 

２ 市税を滞納していないもの 

３ 補助を受けようとする者が暴力団員又は次に掲げる団体に該当する場合

は、補助の対象としない。 

（１）暴力団 

（２）法人にあっては、代表者、又は役員のうちに暴力団員に該当する者

があるもの。 

補助対象事業 

小田原市街づくりルール形成促進条例（平成１８年小田原市条例第

３号）に規定する地区街づくり基準に基づき良好な景観形成に著し

く寄与する事業 

補助金額 

１ 補助金の額は、補助の対象区分に応じ予算の範囲内において、それぞれ

付表２に定めるとおりとする。 

２ 同一敷地内における補助対象事業については、付表の補助の対象区分ご

とに得た額の合計の額は１５０万円（新築、増築、改築、修繕等で、

地区まちづくり基準に基づく１階の壁面後退がなされた場合、公

道に面する延長が１０ｍを超える場合、又は角地に位置する敷地

において行われる新築等の場合は２００万円）を超えないものとす

る。 

３ 算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

交
付
申
請 

提出期限 市長が別に定める日   

様  式 様式第９号の２ 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 消費税仕入税額控除確認書（様式第１３号） 

８ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第１５号） 

９ 役員等一覧表（様式第１６号） 

１０ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 別に定める街なみ環境整備修景費補助金交付に関する取扱い基準を満た

しているか。 

２ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 景観法、小田原市景観条例及び規則並びに小田原市景観計画、

その他関係法令の規定のほか、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けて整備した建築物等を常に良好な状

態に保つよう努めなければならない。 

交付の時期 実績報告書提出後１月以内 

実
績
報
告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様  式 様式第１１号の２ 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ 消費税仕入税額控除報告書（様式第１４号） 

４ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

財産処分の制限 

の期間 
１０年 



４ 歴史的風致形成建造物改修整備費補助金 

補助金交付の目的 

地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成２０年法律第４０号）第１２

条第１項の規定に基づき指定を受けた建造物（確実に指定される予定のものとして予め小

田原市歴史的風致維持向上計画に具体的な記載のあるものを含む。）（以下「歴史的風

致形成建造物」という。）の保全・活用を促し地域の歴史的風致の維持向上を図る。 

補助対象者 

１ 歴史的風致形成建造物の所有者又は管理者 

２ 市税を滞納していないもの 

３ 補助を受けようとする者が暴力団員又は次に掲げる団体に該当する場合は、補助の対

象としない。 

（１）暴力団 

（２）法人にあっては、代表者、又は役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの。 

補助対象事業 

１ 歴史的風致形成建造物（１０年間以上の一般公開の協定を本市と締結するものに限

る。）の修理、買取り、移設及び復原に係る事業 

２ １の事業と併せて実施される建築物の除却、工作物の外観修景又は除却、屋外広告物

の外観修景、除却又は集約化等に係る事業 

３ １の事業と併せて実施される案内看板、案内標識、交流施設、休養施設、体験・学習

施設、ライトアップ施設及び駐車場等の整備に係る事業 

補助金額 

１ 補助金の額は、補助の対象区分に応じ予算の範囲内において、それぞれ付表３に定

めるとおりとする。 

２ 算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

るものとする。 

３ 補助金の交付は、同一の対象物件に対し、１棟ごとに１回限りとする。ただし、天

災その他やむを得ない事由により市長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

交
付
申
請 

提出期限 市長が別に定める日 

様  式 様式第９号の２ 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 消費税仕入税額控除確認書（様式第１３号） 

８ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第１５号） 

９ 役員等一覧表（様式第１６号） 

１０ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 別に定める歴史的風致形成建造物改修整備費補助金交付に関する取扱い基準を満たし

ているか。 

２ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律、その他関係法令の規定のほ

か、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けて整備した建築物等を常に良好な状態に保つよう

努めなければならない。 

交付の時期 実績報告書提出後１月以内 

実
績
報
告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様  式 様式第１１号の２ 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ 消費税仕入税額控除報告書（様式第１４号） 

４ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

財産処分の制限の期間 １０年 



５ 路線バス実証運行事業費補助金 

補助金交付の目的 市民の日常生活における公共交通の確保、維持及び改善に寄与する。 

補助対象者 

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第４条に規定する一般旅客自動車

運送事業の許可を受けており、本市と路線バスの実証運行事業に係る協定を

締結した事業者 

補助対象事業 協定に基づき実施する路線バス実証運行事業 

補助金額 

１ 補助金の額は、予算の範囲内において、事業に係る費用の額の２分の

１以内の額とし、その算出方法は、原則、次のとおりとする。 

(1) 事業に係る費用は、運行費用の額から運賃収入の額を減じた額とす

る。 

(2) 運行費用の額は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 

に準じて次式により算出する。 

   当該補助対象者の実車走行キロ当たり経常費用（Ａ）×当該補助対

象系統の実車走行キロ 

   ただし、（Ａ）の額が国土交通省が別に定めるブロック（山梨・静岡

地域）の地域キロ当たり標準経常費用を上回る場合は、次式により算

出された額以下とする。 

   地域キロ当たり標準経常費用×当該補助対象系統の実車走行キロ 

(3) 運賃収入の額は、次式により算出された額とする。 

補助対象系統の実車走行キロ当たり運賃収入×当該補助対象系統の

実車走行キロ 

(4) 補助対象事業に係る費用の消費税相当分は補助対象としない。 

２ 算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

交
付
申
請 

提出期限 補助対象事業の着手日まで 

様  式 様式第９号の３ 

添付書類 
１ 事業計画書 

２ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 補助金交付申請書に未記入はないか。 

２ 添付書類は指定したものが提出されているか。 

３ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 道路運送法及び規則並びにその他関係法令の規定のほか、この要綱の定

めに従うこと。 

２ 補助対象者は、補助金の交付を受けた事業について、誠実に履行するよ

う努めなければならない。 

交付の時期 実績報告書提出後、請求書の提出があった日から１月以内 

実
績
報
告 

提出期限 

事業完了（事業の中止・廃止の承認を含む。）の日から起算して３０日を経

過した日又は補助金の交付を受けようとする年度の３月３１日のいずれか早

い日 

様  式 様式第１１号の３ 

添付書類 

１ 補助対象事業の運行費用の内訳、運賃収入の内訳及び確定方法、利用

状況 

２ 実績報告書に基づく補助額の計算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 実績報告書に未記入はないか。 

２ 添付書類は指定したものが提出されているか。 

３ 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 



６ 民間まちづくり活動促進事業費補助金 

補助金交付の目的 

地方再生コンパクトシティを推進するため、計画期間内（平成３０年度（２０１８

年度）から令和２年度（２０２０年度）まで）において、空き家・空き店舗の活用

促進を図るため、地区の賑わいの創出、交流人口の増加又は街なみ景観形成に資す

る事業者に対し、空き家・空き店舗の活用に係る費用等の一部を支援することによ

り、地区住民が主体となったまちづくりに寄与する。 

補助対象者 

１ 民間まちづくり活動促進事業に関する協定（以下「協定書」という。）を締結

した地元協議会（小田原かまぼこ通り活性化協議会、銀座・竹の花周辺地区街づ

くり協議会）が活動する地区内において、付表４に掲げる事業を行う事業者のう

ち、次の各号のすべてを満たしている者。 

（１）地区の賑わいの創出、交流人口の増加又は街なみ景観形成に資する事業

を行う者。 

（２）地区内の空き家・空き店舗を活用する者。 

（３）活用する空き家・空き店舗については、その建物及び土地の所有者と賃

貸又は売却に関する合意が取れている者。 

２ 市税を滞納していない者。 

３ 補助を受けようとする者が暴力団員又は次に掲げる団体に該当する場合は、補

助の対象としない。 

（１） 暴力団 

（２） 法人にあっては、代表者、又は役員のうちに暴力団員に該当する者が

あるもの。 

補助対象事業 

１ 本市と協定書を締結する地元協議会（小田原かまぼこ通り活性化協議会、

銀座・竹の花周辺地区街づくり協議会）が活動する地区内において、補

助対象者が空き家・空き店舗を活用し、地区の賑わいの創出、交流人口の増加又

は街なみ景観形成に資する付表４に掲げる事業とする。 

２ １に規定する事業であって、次の各号のすべてに該当する事業とする。 

（１）空き家・空き店舗の全部又はその一部を活用する事業 

（２）補助金の交付を受けようとする年度の２月末までに工事完了する見込み

があり、当該事業を継続する見込みがあること。 

（３）協定に定めるまちづくり審査会の意見を踏まえた上で、地域のまちづく

りの方針に則していると認められるものであること。 

（４）銀座・竹の花通り周辺地区にあっては、小田原市街づくりルール形成促

進条例（平成１８年小田原市条例第３号）に規定する「銀座・竹の花周辺地

区街づくり基準」に基づき良好な景観形成に著しく寄与する（外観修景を行

う場合に限る。）。 

（５）かまぼこ通り周辺地区にあっては、小田原市景観計画に定める拠点型重

点区域の景観形成の方針に基づき良好な景観形成に著しく寄与する（拠点型

重点区域への移行に取り組む区域においては、当該地区と類似する拠点型重

点区域における景観形成の方針に基づき、良好な景観形成に著しく寄与する

もの。）（外観修景を行う場合に限る。）。 

補助金額 

１ 補助金の額は、補助の対象区分に応じ予算の範囲内において、それぞれ付表４

に定めるとおりとする。 

２ 算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てるものとする。 



交
付
申
請 

提出期限 市長が別に定める日 

様  式 様式第９号の４ 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 消費税仕入税額控除確認書（様式第１３号） 

８ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第１５号） 

９ 役員等一覧表（様式第１６号） 

１０ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 
１ 事業内容等が協定書の別表２に定める事業。 

２ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 地方創生推進交付金制度要綱第６条から第２２条及びその他関係法令の規定の

ほか、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助対象者が、補助対象事業に係る空き家・空き店舗の内装改修及び外観修景

に係る工事を工務店等に発注する場合、原則、小田原市内に事業所を有する業者

に発注すること。 

３ 補助対象者は、補助金の交付を受けて整備した建築物等を常に良好な状態に保

つよう努めなければならない。 

交付の時期 実績報告書提出後１月以内 

実
績
報
告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様  式 様式第１１号の２ 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ 消費税仕入税額控除報告書（様式第１４号） 

４ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

財産処分の制限の期間 
財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に従う。ただし、同令に定め

のないものについては５年間とする。 

 



 

付表１－１ 

区 分 対 象 経 費 補 助 率 限 度 額 

建  築  物 

建築物の新築、増築若しくは改築又は建築

物の外観を変更することとなる修繕、模様

替え若しくは色彩の変更に係る設計費及び

工事費のうち外壁及び屋根に係る経費 

２／３ 

１５０万円 

外 構 

門、塀、石垣等の新設、増築若しくは改築

又は外観を変更することとなる修繕、模様

替え若しくは色彩の変更に係る設計費及び

工事費のうち外観に係る経費 

３０万円 

景 観 形 成

に 資 す る

備 品 等 

建築物、工作物の外観に設置する照明器

具、のれん、看板等の景観形成に資する備

品等の製作・設置に係る経費 

５万円 

（注） 上記行為のうち建築物の新築、増築、改築については、都市計画施設に係る部分につ

いては補助の対象としない。 

 

付表１－２ 

区 分 付表１－１の限度額に加算できる場合 加 算 限 度 額 

建 築 物 

当該修景整備に係る公道に面する部分の延長が１０メ

ートル以上の場合 
５０万円 

近隣の建築物と協調し、一定期間内に修景整備を行う

場合 

外 構 

当該修景整備に係る公道に面する部分の延長が１０メ

ートル以上の場合 
１０万円 

近隣の建築物と協調し、一定期間内に修景整備を行う

場合 

景観形成

に資する

備 品 等 

当該修景整備に係る公道に面する部分の延長が１０メ

ートル以上の場合 
１５，０００円 

近隣の建築物と協調し、一定期間内に修景整備を行う

場合 

 

 

 

 



付表２ 

※ （ ）内は、新築、増築、改築、修繕等で、地区まちづくり基準に基づく 1階の壁面後退

がなされた場合、公道に面する延長が１０ｍを超える場合又は角地に位置する敷地において

行われる新築等の場合 

付表３ 

 対象事業 対象経費 備考 補助率 限度額 
１ 歴史的風致形成建

造物（１０年間以
上の一般公開の協
定を本市と締結す
るものに限る。）
の修理、買取り又
は移設若しくは復
原に要する事業 

工事費、測量
費 及 び 試 験
費、用地費及
び補償費、機
械器具費等 

修理あっては、耐震改
修、往時の姿の再現に係
る外観修景及び内装整備
を含む。 

２／３ 

３００万円 
（ただし、市
長が特に必要
と認める場合
は、この限り
でない。） 

２ １の事業と併せて
実施される建築物
の除却、工作物の
外観修景又は除
却、屋外広告物の
外観修景、除却又
は集約化等に係る
事業 

工事費、附帯
工事費、測量
費 及 び 試 験
費、機械器具
費、営繕費等 

(1)工作物の外観修景にあ
っては、当該建築物及び
工作物に付帯して屋外に
露出している各種設備、
広告物等の除却、隠蔽そ
の他の景観面からの改善
及び当該建築物及び工作
物の敷地にある門、塀、
柵、照明等についての景
観面からの改善を含む。 
(2)用地費及び補償費を除
く。 

３ １の事業と併せて
実施される案内看
板、案内標識、交
流施設、休養施
設、体験・学習施
設、ライトアップ
施設及び駐車場等
の整備に係る事業 

工事費、附帯
工事費、測量
費 及 び 試 験
費、機械器具
費等 

(1)案内標識を除き、歴史
的風致形成建造物（敷地
を含む。）にこれら施設
の機能を設ける場合に限
る。 
(2)用地費及び補償費を除
く。 

区   分 対  象  経  費 補助率 限度額 

建 築 物 

建築物の新築若しくは増築若しくは改築又は建築物

の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替え

又は色彩の変更に係る設計費・工事費のうち外壁及

び屋根に係る経費 

２／３ 
１５０万円 

※（２００万円) 工 作 物 

門や塀、石垣等の新設若しくは増築若しくは改築又

は外観を変更することとなる修繕若しくは模様替え

若しくは色彩の変更に係る設計費・工事費のうち外

観に係る経費 

そ の 他 
良好な景観の形成に著しく貢献するものであると認

められる行為に係る経費 



付表４ 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 限度額 

次に掲げる用途に供する店舗その他事

務所又はそれらの店舗等を兼ねる住宅

として整備する事業 

（１）小売業、宿泊業、飲食サービス

業、生活関連サービス業、医療・福祉

業等 

（２）観光や回遊に資するものとし

て、協定書を締結する地元協議会のま

ちづくりのコンセプトに合致する事業 

空き家・空き店舗の利活用に

要する次の経費 

（１）建築物の内装改修及び

外観修景に係る工事費等 

（２）補助対象者が自ら行う

利活用のための工事等に必要

な原材料（使用箇所、使用量

が確認できるもの）に要する

経費 

２／３ ５００万円 

 



様式第１号（第６条関係） 

補助事業変更・中止・廃止承認申請書 

年  月  日   

 

 小田原市長 様 

 

       申請者 住所（又は所在地）              

                  氏名             □印 

                （法人等にあっては名称及び代表者氏名）  

 

    年 月 日付け  第  号で交付決定を受けた○○○○補助金に係る補助事業を

次のとおり変更・中止・廃止したいので承認を受けたく、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 変更・中止・廃止の内容 

事 業 内 容  

変更・中 止・廃止 前  

変更・中 止・廃止 後  

２ 変更・中止・廃止の理由 

 



様式第２号の１（第７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注１ 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産がない場合には、この項を削る。 

 

補助金交付決定通知書 

番     号  

年  月  日  

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印   

 

     年 月 日付けで申請のあった○○○○○○○補助金については、次のとおり決定したの

で、小田原市補助金の交付等に関する規則（以下「規則」という。）第７条の規定により通知する。 

 

１ 補助金額       円 

 

２ 補助条件 

(1) この補助金の対象となる事業は、  年 月 日付け補助金交付申請書記載のとおりとする。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

(4) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告を求めるときは、速やかに資料を提出す

ること。 

(5) 規則並びに法及び小田原市都市部まちづくり交通課所管に係る補助金交付要綱の定めに従うこ

と。 

(6) この補助金を他の用途に使用し、又は法令、補助条件又は市長の指示若しくは命令に違反した

ときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

３ この補助金の交付の決定の内容又は補助条件に不服があるときは、この通知を受理した日から 

１０日を経過する日までの間申請を取り下げることができる。 

４ この補助金に係る実績報告は、実績報告書に次の書類を添えて、○月○日までに市長に提出しな

ければならない。 

(1) 結果報告書 

(2) 収支決算書 

５ 規則第１８条ただし書の規定により市長が定める期間並びに同条第２号及び第３号の規定により

市長が定める財産の種類は、次のとおりとする。（注１） 

 (1) ○○○○○○○   ○年 (2) ○○○○○○○   ○年 

６ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証

拠書類を当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から５年間整備保管しなければな

らない。 

７ 次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

(1) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 

(2) 代表者を変更したとき。 

（事務担当課） 



様式第２号の２（第７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注１ 補助金額が１００万円未満の場合は、原則としてこの号を削ること。 

  注２ 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産がない場合には、この項を削る。 

補助金交付決定通知書 

番     号  

年  月  日  

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印   

 

     年 月 日付けで申請のあった○○○○○○○補助金については、次のとおり決定したの

で、小田原市補助金の交付等に関する規則（以下「規則」という。）第 7条の規定により通知する。 

 

１ 補助金額       円 

 
２ 補助条件 

(1) この補助金の対象となる事業は、   年 月 日付け補助金交付申請書記載のとおりとす
る。 

(2) 補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしようとする場合は、速やかに市長の承認
を受けること。ただし、経費の配分の費目相互間のいずれか低い額の２０パーセント以内の変
更については、この限りでない。（注１） 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。 
(4) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 
(5) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告を求めるときは、速やかに資料を提出す

ること。 
(6) 規則並びに法及び小田原市都市部まちづくり交通課所管に係る補助金交付要綱の定めに従うこ

と。 
(7) この補助金を他の用途に使用し、又は法令、補助条件又は市長の指示若しくは命令に違反した

ときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 
３ この補助金の交付の決定の内容又は補助条件に不服があるときは、この通知を受理した日から 

１０日を経過する日までの間申請を取り下げることができる。 
４ この補助金に係る実績報告は、実績報告書に次の書類を添えて、○月○日までに市長に提出しな

ければならない。 
(1) 工事施工の記録写真 
(2) 領収書の写し 

５ 規則第１８条ただし書の規定により市長が定める期間並びに同条第２号及び第３号の規定により
市長が定める財産の種類は、次のとおりとする。（注２） 

 (1) ○○○○○○○   ○年 (2) ○○○○○○○   ○年 
６ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証

拠書類を当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から５年間整備保管しなければな
らない。 

７ 次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を市長に届け出なけ
ればならない。 
(1) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 
(2) 代表者を変更したとき。 

（事務担当課） 



様式第２号の３（第７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注１ 補助金額が１００万円未満の場合は、原則としてこの号を削ること。 

 

補助金交付決定通知書 

番     号  

年  月  日  

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印   

 

     年 月 日付けで申請のあった○○○○○○○補助金については、次のとおり決定したの

で、小田原市補助金の交付等に関する規則（以下「規則」という。）第 7条の規定により通知する。 

 

１ 補助金額       円 

 
２ 補助条件 

(1) この補助金の対象となる事業は、   年 月 日付け補助金交付申請書記載のとおりとす
る。 

(2) 補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしようとする場合は、速やかに市長の承認
を受けること。ただし、経費の配分の費目相互間のいずれか低い額の２０パーセント以内の変
更については、この限りでない。（注１） 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。 
(4) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 
(5) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告を求めるときは、速やかに資料を提出す

ること。 
(6) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）及び規則並びにその他関係法令の規定のほか、小田

原市都市部まちづくり交通課補助金交付要綱の定めに従うこと。 
(7) この補助金を他の用途に使用し、又は法令、補助条件又は市長の指示若しくは命令に違反した

ときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 
３ この補助金の交付の決定の内容又は補助条件に不服があるときは、この通知を受理した日から 

１０日を経過する日までの間申請を取り下げることができる。 
４ この補助金に係る実績報告は、実績報告書に次の書類を添えて、○月○日までに市長に提出しな

ければならない。 
(1) 補助対象事業の運行費用の内訳、運賃収入の内訳及び確定方法、利用状況 
(2) 実績報告書に基づく補助額の計算書 
(3) その他市長が必要と認める書類 

５ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証
拠書類を当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から５年間整備保管しなければな
らない。 

６ 次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を市長に届け出なけ
ればならない。 
(1) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 
(2) 代表者を変更したとき。 

（事務担当課） 



様式第３号（第７条関係） 

補助金不交付決定通知書 

    

番     号 

年  月  日 

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印 

 

    年 月 日付けで申請のあった○○○○○○○補助金について、以下の理由により

交付しないことを決定したので通知する。 

 

不交付の理由 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 

 

 

 



様式第４号（第９条関係） 

補助金交付決定（一部）取消・変更通知書 

番     号 

年  月  日 

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長          □印 

 

     年  月  日付け   第  号で交付決定をした○○○○○補助金に係る交付

決定の内容を次のとおり（一部）取り消す・変更するので、小田原市補助金の交付等に関する

規則第９条第３項（第１６条第４項）において準用する同規則第７条の規定により通知する。 

 

事 業 内 容 

 

取消し・変更前 

 

取消し・変更後 

 

（事務担当課）  



様式第５号（第１１条関係） 

状況報告書 

 

年  月  日 

 

 小田原市長 様 

 

  住所又は所在地               

氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名）□印  

 

     年  月  日付け   第  号で交付決定を受けた○○○○○補助金に係る

補助事業の    年  月  日における実施状況を、次のとおり報告します。 

 

１ 補助事業の執行状況 

 

 

 

２ 補助事業の経費の執行状況 

 

 

 



様式第６号（第１２条、第１５条関係） 

指示書 

    

番     号 

年  月  日 

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印 

 

    年 月 日付け   第  号で交付決定した○○○○○○補助金について、小田

原市補助金の交付等に関する規則第１２条（第１５条）の規定により、次のとおり指示す

る。 

 

１ 指示事項 

 

 

 

 

 

 

２ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 



様式第７号（第１４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金額確定通知書 

    

番     号 

年  月  日 

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印 

 

    年 月 日付け   第  号で交付決定を受けた○○○○○補助金について、実

績報告の結果、小田原市補助金の交付等に関する規則第１４条の規定により、補助金額を次

のとおり決定したので通知する。 

 

１ 補助金額       円 

２ 決定理由 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 

 

 

 



様式第８号（第１６条関係） 

補助金返還通知書 

    

番     号 

年  月  日 

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印 

 

    年 月 日付け  第  号で交付決定を受けた○○○○○補助金の返還につい

て、小田原市補助金の交付等に関する規則第１７条の規定により通知する。 

 

１ 返還額       円 

２ 返還理由 

 

 

 

３ 納付期日       年  月  日 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 

 

 

 



様式第９号の１（別表関係） 

補助金交付申請書 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名           □印  
（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

○○年度○○○○○補助金の交付を、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 補助事業の目的、内容及び成果目標 

目的  

内容  

成果目標（数値と

算出根拠） 
 

２ 交付申請額 

申請額               円 

申請額の算出方法  

３ 補助事業の遂行に関する計画 

実施期間 着手 

予定日 
 完了 

予定日 
 

経費配分及び使用方法 別紙収支予算書のとおり 

４ 添付書類 

・ 事業計画書 

・ 収支予算書 

・ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書 

・ 役員等一覧表 

・ その他市長が必要と認める書類 

 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

①記載項目・添付

書類 

１ 交付申請書・収支予算書に未記入はないか。  

２ 添付書類は指定したものが提出されているか。  

②事業の目的・内

容・成果目標 

１ 事業の目的・内容は市の補助金交付目的に合っているか。  

２ 事業計画は、要綱で定める補助の要件を満たしているか。  

３ 成果目標は、市民への説明責任を果たせるものになっているか。  

③申請額の算出方

法 

１ 収支予算書には単価・内訳が具体的に記載されているか。  

２ 経費の配分、使用方法は事業遂行のうえで適当な額か。  

３ 申請額の算出方法は要綱の定めに従っているか。  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目の改善内容】 

※この交付申請書及び添付書類は、公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、すべて公開されます。 



様式第９号の２（別表関係） 

補助金交付申請書 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名           □印  
（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

○○年度○○○○○補助金の交付を、関係書類を添えて申請します。 

 

行為の場所  

行為の内容  

行為の期間 
着手 

予定日 
    年  月  日 

完了 
予定日 

    年  月  日 

工事見積額                    円 

交付申請額                    円 

交付申請額 
の算出方法 

 

 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等について） 

６ 納税証明書（事業年度及び前年度分） 

７ 消費税仕入税額控除確認書 

８ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書 

９ 役員等一覧表 

１０ その他市長が必要と認める書類 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目・ 

添付書類 

補助金交付申請書に未記入はないか。  

添付書類は指定したものが提出されているか。  

別に定める修景費補助金交付に関する取扱い基準を満たしているか。  

補助申請額は、正しく算出されているか。  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

※この交付申請書及び添付書類は、公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、すべて公開されます。 



様式第９号の３（別表関係） 

補助金交付申請書 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名           □印 
（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

○○年度○○○○○補助金の交付を、関係書類を添えて申請します。 

 

事業の場所  

事業の目的及び内容  

事業の期間 
着手 

予定日 
  年  月  日 

完了 
予定日 

  年  月  日 

交付申請額                    円 

交付申請額 
の算出方法 

 

 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ その他市長が必要と認める書類 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目・添付書

類 

補助金交付申請書に未記入はないか。  

添付書類は指定したものが提出されているか。  

補助申請額は、正しく算出されているか。  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

 
※この交付申請書及び添付書類は、公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、すべて公開されます。 



様式第９号の４（別表関係） 

補助金交付申請書 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名           □印 
（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

○○年度民間まちづくり活動促進事業費補助金の交付を、関係書類を添えて申請します。 

 

行為の場所  

行為の内容  

行為の期間 
着手 

予定日 
  年  月  日 

完了 
予定日 

  年  月  日 

工事見積額                    円 

交付申請額                    円 

交付申請額 
の算出方法 

補助対象経費の３分の２かつ限度額５００万円 

 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 消費税仕入税額控除確認書 

８ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書 

９ 役員等一覧表 

１０ その他市長が必要と認める書類 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目・添付書類 

補助金交付申請書に未記入はないか。  

添付書類は指定したものが提出されているか。  

補助申請額は、正しく算出されているか。  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

 ※この交付申請書及び添付書類は、公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、すべて公開されます。 



様式第１０号の１（別表関係） 

 

収支予算書 

（収入） 

経費名 本年度予算額 前年度予算額 内訳（項目名と金額を記載する） 

会費 円 円 単価×人数 

事業収入   （例）入場料  円×人数 

   パンフレット  円×冊 

小田原市補助金    

その他補助金   国・県・他自治体からの補助金 

他団体からの補助金・負担金 

その他の収入   当該団体の一般会計繰出金、祝儀等 

前年度繰越金    

合計    

 

（支出） 

経費名 本年度予算額 前年度予算額 内訳（項目名と金額を記載する） 

 円 円  

    

（例）人件費   （例）①     円×人分 

      ②     円×人分 

（日当、時間給、月額等単価と人数

を記載する。） 

（例）会議開催費     回分 

（会場使用料、食糧費、消耗品費等

内訳を記載する） 

（例）負担金   主な支出先と金額 

（例）○○事業費    

    

合計    

 



様式第１０号の２（別表関係） 

 

景観形成修景事業協定書 

 

協定の名称  

協定の区域  

協定締結者 

 

１ 

住所  

氏名  

２ 

住所  

氏名  

３ 

住所  

氏名  

協定の代表者 

住 所  

氏 名  

協定の目的  

修景の方針・内容等  

協定の有効期間  

 

景観法、小田原市景観条例、同施行規則、小田原市景観計画その他関係法令を遵守し、本協定 

を締結します。本協定を証するものとして、協定者は本書各１通を保有します。 

 

        年  月  日 

 

協定者  １ （住所）  

（氏名）          印 

  ２ （住所） 

（氏名）          印 

３ （住所） 

（氏名）          印 



様式第１１号の１（別表関係） 

実績報告書 

  年  月  日  

 小田原市長 様 

報告者住所（又は所在地） 

報告者氏名              □印 

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

年 月 日付け  第  号で交付決定を受けた○○○○○補助金に係る補助事業の実績を次のとお

り報告します。 

１ 事業実績 

補助金額 円 

実施期間  

活動内容 （別添結果報告書のとおり） 

 

２ 成果の自己評価 

成果目標 （交付申請書から転記） 

成果実績 （成果実績が目標に大幅に達しなかった場合の理由も記載） 

 

３ 収支実績 

    経費の配分及び使用方法は別紙収支決算書のとおり 

 

４ 添付書類 

・ 結果報告書 

・ 収支決算書 

・ その他市長が必要と認める書類 

 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

① 記載項目・添付

書類 

実績報告書・収支決算書に未記入はないか。  

添付書類は指定したものが提出されているか。  

②活動内容・成果目

標の達成度 

活動内容は、交付申請時の内容どおりか。  

成果目標が達成されているか。また、目標が達成されなかった

場合、その原因が団体の責によらないものか。 

 

② 収支実績 

収支決算書には単価・内訳が具体的に記載されているか  

経費の配分、使用実績は交付申請時の内容に相当しているか  

施設整備の場合、財産目録に反映されているか  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】（次年度の補助金額への反映を含む） 

 ※この実績報告書及び添付書類は公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開条例」

において非公開情報とされている部分を除き、全て公開されます。 



様式第１１号の２（別表関係） 

実績報告書 

  年  月  日  

 小田原市長 様 

報告者住所（又は所在地） 

報告者氏名              □印 

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

年 月 日付け  第 号で交付決定を受けた○○○○○補助金に係る補助事業の実績を次のとおり

報告します。 

 

事業実績 

行為の場所 小田原市 

事業完了年月日   年  月  日 

行為の内容 

 

 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ 消費税仕入税額控除報告書 

４ その他市長が必要と認める書類 

 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目・添付書

類 

実績報告書に未記入はないか。  

添付書類は指定したものが提出されているか。  

実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

 ※この実績報告書及び添付書類は公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市文書情報 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、全て公開されます。 

。 



様式第１１号の３（別表関係） 

実績報告書 

  年  月  日  

 小田原市長 様 

報告者住所（又は所在地） 

報告者氏名              □印 

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

年 月 日付け  第 号で交付決定を受けた○○○○○補助金に係る補助事業の実績を次のとおり

報告します。 

 

事業実績 

補助額                    円 

事業実施期間   年  月  日～    年  月  日 

事業の内容 

 

 

添付書類 

１ 補助対象事業の運行費用の内訳、運賃収入の内訳及び確定方法、利用状況 

２ 実績報告書に基づく補助額の計算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目・添付書

類 

実績報告書に未記入はないか。  

添付書類は指定したものが提出されているか。  

実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

  
※この実績報告書及び添付書類は公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市文書情報 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、全て公開されます。 

。 



様式第１２号（別表関係） 

収支決算書 

 

（収入） 

経費名 本年度予算額 本年度決算額 決算内訳 

会費 円 円 単価×人数 

事業収入   （例）入場料  円×人数 

   パンフレット  円×冊 

小田原市補助金    

その他補助金   国・県・他自治体からの補助金 

他団体からの補助金・負担金 

その他の収入   当該団体の一般会計から繰出金、祝儀等 

前年度繰越金    

合計    

 

（支出） 

経費名 本年度予算額 本年度決算額 決算内訳 

 円 円  

    

（例）人件費   （例）①     円×人分 

      ②     円×人分 

（日当、時間給が決まっている場合は単

価を記載する。） 

（例）会議開催

費 

    回分 

（会場使用料、食糧費、消耗品費等内訳

を記載する） 

（例）負担金   主な支出先と金額 

（例）○○事業

費 

   

合計    

 

（収支差額）       円 

（翌年度繰越額）       円 

 

 



様式第１３号（別表関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

消費税仕入税額控除確認書 

  年  月  日 

小田原市長 様 

住  所                

申請者 氏  名               ○印  

電話番号                

 

           費補助金の下記の補助金交付申請における事業に要する経費に係る

消費税額については、消費税額及び地方消費税額の仕入税額控除を行いませんので、消費税

額を補助対象額に含めて申請します。 

 

 理由（必要に応じて、貴社経理担当又は会計士等に御確認いただき、以下から選択してく

ださい。） 

 

  １ 消費税法における納税義務者でない。 

  ２ 消費税の免税事業者であり、かつ課税事業者を選択していない。 

  ３ 簡易課税事業者である。 

  ４ １から３に該当しないが、補助対象費用に係る消費税については、控除対象仕入税

額に算入しない。 

 

 

行為の場所  

行為の内容  

行為の期間 
着手 

予定日 
    年  月  日 

完了 
予定日 

    年  月  日 

工事見積額                    円 

交付申請額                    円 

交付申請額 
の算出方法 

 

 

 

 



様式第１４号（別表関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

消費税仕入税額控除報告書 

  年  月  日 

小田原市長 様 

住  所                

申請者 氏  名               ○印  

電話番号                

 

     年  月  日付け   第  号で交付決定を受けた        費補助

金に係る消費税仕入控除税額について、次のとおり報告します。 

 

  １ 補助金の額の確定額           金          円 

  ２ 消費税の申告の有無（どちらかを選択）     有   ・   無 

   （２で「無」を選択の場合は以下不要） 

  ３ 仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択）  一般課税 ・ 簡易課税 

   （３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要） 

  ４ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額  金       円 

   

５ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額   金       円 

 

  ６ 補助金返還相当額（５から４の額を差し引いた額）  金       円 

 

  （注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

     ２ 補助金返還相当額がない場合であっても、報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１５号（別表関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

小田原市暴力団排除条例に係る誓約書 

  年  月  日 

 

小田原市長 様 

 

誓約者 住所又は所在地 

氏名又は名称 

代表者名                ○印  

 

 小田原市都市部まちづくり交通課所管に係る補助金交付要綱における交付申請にあたり、

次の事項について誓約します。 

 

 

 

１ 誓約者（法人の場合、代表者及び役員）は、次の各号に掲げる者には該当しません。 

(1) 小田原市暴力団排除条例（平成２３年小田原市条例第２９号。以下「市条例」とい

う。）第２条第２号に定める暴力団 

(2) 市条例第２条第４号に定める暴力団員等 

(3) 市条例第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等 

(4) 暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者 

(5) 神奈川県暴力団排除条例第２３条第１項又は第２項に違反している事実がある者 

以上 

 



様式第１６号（別表関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

役員等一覧表 

  年  月  日現在の役員 

小田原市長 様 

 

商号又は 

名称 
 

所在地  

役職名 
氏名 生年月日 

性別 住所 
ｶﾅ 漢字 元号 年 月 日 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

備考  

備考１ ｶﾅは半角で、元号はＭ、Ｔ、Ｓ、Ｈ、Ｒで記入すること。 

備考２ 性別はＭ（男）、Ｆ（女）のいずれかで記入すること。 

備考３ 欄が足りない場合は、適宜追加すること。 

 

記載された全ての者は、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者がないことを確認す

るため、本様式に記載された全ての情報を神奈川県警察本部長に照会することについて、同

意します。 

 

氏名又は名称 

代表者氏名            ○印  


